
健習発第０４３０００１号

平成１５年４月３０日

都道府県

各 政令市 衛生主管部（局）長 殿

特別区

厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室長

健康増進法等の施行について（特定給食施設関係）

健康増進法（平成１４年法律第１０３号。以下「法」という ）は平成１４年８月２日。

に、健康増進法の施行期日を定める政令（平成１４年政令第３６０号）及び健康増進法施

行令（平成１４年政令第３６１号。以下「政令」という ）は平成１４年１２月４日に、。

健康増進法施行規則（平成１５年厚生労働省令第８６号。以下「規則」という ）は平成。

１５年４月３０日に公布され、いずれも平成１５年５月１日から施行することとされたと

ころである。その趣旨等は、平成１５年４月３０日付け健発第０４３０００１号、食発第

０４３０００１号をもって通知されたところであるが、運用の細目は下記のとおりである

ので、御了知の上、遺憾のないよう取り扱われたい。

なお、特定給食施設の指導等に係る事務は、都道府県（政令市及び特別区を含む。以下

同じ ）の自治事務（地方自治法第２条第８項）であり、本通知は、地方自治法第２４５。

条第１項の技術的助言であることを付言する。

また、平成１５年５月１日付けをもって、昭和２８年２月２日付け衛発第６０号、昭和

６３年１２月２７日付け発健医第２７９号及び健医発第１４５７号、平成元年１月１０日

付け健医健発第１号並びに平成８年４月３０日付け健医発第５４５号及び第５４６号通知

は廃止する。

記

第１ 法令の規定の趣旨

１ 特定給食施設の届出（法第２０条及び附則第３条並びに政令附則第３条）

健康増進法を制定することに伴い、法附則第２条の規定による廃止前の栄養改善法

昭和２７年法律第２４８号 以下 栄養改善法 という の 集団給食施設 を 特（ 。 「 」 。） 「 」 「



定給食施設」に用語を見直すとともに、都道府県が給食施設を把握することにより、

適切な栄養管理のための指導助言を行うことができるように、該当する施設設置者の

届出が義務づけられたものである。

なお、法の施行の際現に存する特定給食施設の設置者は、法の施行の日から３月を

経過する日までの間は、届出を行わずに、引き続きその事業を行うことができること

とされ、法の施行の際現に規則第６条に定める事項について都道府県知事（政令市又

は特別区にあっては、市長又は区長。以下同じ ）に届け出ているものは、既にこの。

届出をした者とみなすこととされた。

２ 特定給食施設における栄養管理（法第２１条）

栄養改善法第９条の２の規定を法第２１条に引き継ぐとともに、給食施設の栄養管

理を適切に行う観点から、栄養管理の基準が法に位置づけられ、特定給食施設の設置

者の遵守義務が規定されたものである。

３ 特定給食施設に対する監督（法第２２条から第２４条まで、法第３７条及び第３８

条）

栄養改善法において、一定の給食施設に対して、管理栄養士の配置義務が定められ

ていた。法においては、これに加え、①管理栄養士の配置義務に違反した場合、及び

②栄養管理基準に違反した場合には、都道府県知事が勧告を行うことができることが

規定され、また、正当な理由なくして勧告に係る措置をとらなかった場合、都道府県

知事が措置命令を行うことができることとされた。さらに、この措置命令に違反した

場合の罰則（５０万円以下の罰金）が設けられた。栄養改善法においては、都道府県

知事による指導・報告徴収の権限が規定されていたが、新たに立ち入り検査の権限が

規定されるとともに、虚偽報告、検査妨害等に対する罰則（３０万円以下の罰金）が

設けられたものである。

第２ 栄養管理及び指導の強化

１ 特定給食施設の届出

特定給食施設に対する指導を効率的に行う観点から、関係施設の管理者等の理解と

協力を得ながら、法２０条の届出が十分行われるよう対応すること。

２ 都道府県が行う給食施設指導の重点事項

( ) 都道府県は、法第１８条第１項第２号に基づき、給食施設に対して栄養効果の十1

分な給食の実施、給食担当者の栄養に関する知識の向上及び食品の調理方法の改善

等について必要な援助及び指導を行うこと。特に、特定給食施設であって栄養士を

置かないものには、栄養指導員により実地指導するよう努めること。

( ) 都道府県知事は、管理栄養士の配置義務又は栄養管理基準による栄養管理の実施2

を確保するため必要があると認めるときは、当該給食施設について栄養管理の見地

から必要に応じて栄養指導員に必要な指導及び助言をさせること。



( ) 都道府県が行う給食施設に対する栄養管理及び指導については、その効果的な実3

施に資するため、栄養管理上指導の必要性が高い給食施設に対して重点的かつ計画

的に行うこと。

３ 計画的な指導及び記録

( ) 都道府県が行う特定給食施設等に対する指導は、年間を通じて計画的に行う個別1

指導（巡回指導等）とともに、必要に応じて集団指導を併せて行うこと。

( ) 個別指導の実施に当たっては、特定給食施設栄養報告書等の記録を十分活用する2

こと。また、指導後には、特定給食施設栄養指導票等を発行するとともに事後の指

導の資料として活用を図ること。

( ) 特定給食施設等には直営方式・委託方式等運営形態の違うものや多種の給食施設3

があるが、指導に当たってはこれらを十分考慮して行うこと。

第３ 管理栄養士を置かなければならない特定給食施設の指定について

１ 法第２１条第１項の指定の対象施設について

法第２１条第１項の規定により管理栄養士を置かなければならない特定給食施設と

して、規則第７条に、

・医学的な管理を必要とする者に食事を提供する特定給食施設であって、継続的に１

回３００食以上又は１日７５０食以上の食事を供給するもの（第７条第１号）

、 、・それ以外の 管理栄養士による特別な栄養管理を必要とする特定給食施設であって

継続的に１回５００食以上又は１日１５００食以上の食事を供給するもの（第７条

第２号）

、 。が規定されたが これらの施設を指定する場合の運用の留意点は以下のとおりである

( ) 規則第７条第１号の指定の対象施設（一号施設）について1

ア 規則第７条第１号に掲げる特定給食施設（以下「一号施設」という ）とは、。

病院又は介護老人保健施設に設置される特定給食施設であって１回３００食以上

又は１日７５０食以上の食事を供給するものをいうこと。

イ なお、一号施設は、許可病床数３００床以上の病院又は入所定員３００人以上

の介護老人保健施設に設置されている特定給食施設（一の特定給食施設が病院及

び介護老人保健施設並びにこれら以外のものを対象として食事を供給する場合

（病院及び介護老人保健施設のみを対象として食事を供給する場合を含む ）に。

は、当該特定給食施設が給食の対象とする病院許可病床数及び介護老人保健施設

の入所定員の合計が３００以上とする ）をいうこと。。

( ) 規則第７条第２号の指定の対象施設（二号施設）について2

ア 規則第７条第２号に掲げる特定給食施設（以下「二号施設」という ）とは、。

・生活保護法第３８条に規定する教護施設及び更生施設

・老人福祉法第５条の３に規定する養護老人ホーム、特別養護老人ホーム及び軽

費老人ホーム



、 、・児童福祉法第３７条に規定する乳児院 同法第４１条に規定する児童養護施設

同法第４２条に規定する知的障害児施設（病院であるものを除く 、同法第４。）

３条に規定する盲ろうあ児施設（難聴幼児通園施設であるものを除く 、同法。）

第４３条の３に規定する肢体不自由児施設（肢体不自由児療護施設に限る 、。）

同法第４３条の５に規定する情緒障害児短期治療施設、同法第４４条に規定す

る児童自立支援施設

・心身障害者福祉協会法第１７条第１項第１号の規定により心身障害者福祉協会

の設置する福祉施設

（ 。）、・身体障害者福祉法第２９条に規定する身体障害者更生施設 通所部門を除く

同法第３０条に規定する身体障害者療護施設、同法第３１条に規定する身体障

害者授産施設（通所施設及び通所部門を除く ）。

・事業所、寄宿舎、矯正施設、自衛隊等（以下「事業所等」という ）。

であって、１回５００食以上又は１日１５００食以上の食事を供給するものをい

うこと。

イ 一の特定給食施設が一号施設及び二号施設又は複数の二号施設を対象として食

事を供給する場合にあっては、( )イに該当する場合を除き、これらの施設に供1

給する食事数の合計が１回５００食以上又は１日１５００食以上である場合に

は、二号施設とみなされること。

、 、この場合 病院又は介護老人保健施設に対し１回に供給する食事数については

許可病床数又は入所定員数（１日に供給する食事数については、許可病床数又は

入所定員数の３倍の数）とみなして取り扱うものとすること。

ウ 一号施設及び二号施設以外のものをも対象として食事を供給する特定給食施設

にあっては、( )イに該当する場合を除き、一号施設及び二号施設に供給する食1

事数が１回５００食以上又は１日１５００食以上である場合には、二号施設とみ

なされること。

この場合、病院及び介護老人保健施設に対し供給する食事数の算定の方法につ

いては、イの後段で示した取扱いに準じて取り扱うこと。

( ) その他社会福祉施設等に食事を供給する特定給食施設について3

ア 一の特定給食施設が法令等により栄養士を必置とされている複数の社会福祉施

設及び児童福祉施設（以下「社会福祉施設等」という ）に限り食事を供給する。

ものにあっては、それぞれの社会福祉施設等に配置されている栄養士が各施設に

おいて栄養業務を行っていることに鑑み、一の社会福祉施設等に供給される食事

数が１回５００食以上又は１日１５００食以上となるものがある場合には、二号

施設とみなされること。

イ 事業所等に対し食事を供給する特定給食施設にあっては、当該給食施設により

事業所等に供給される食事が主として事業所等に勤務又は居住する者により喫食

され、かつ、事業所等で勤務又は居住する者の概ね８割以上が当該給食施設で供

給する食事を喫食するものであって１回５００食以上又は１日１５００食以上供

給する場合、二号施設とみなされること。



２ 指導の在り方について

法第２１条第１項の指定の対象に該当する施設（以下「該当施設」という ）の設。

置者に対する指導に当たっては、管理栄養士未配置の該当施設に対しては、管理栄養

士配置計画の作成を求めるなどにより管理栄養士配置に向けての自発的な取組をまず

は促すこと。

また、既に栄養士が配置されている該当施設への指導にあっては、被用者の身分の

安定、雇用者の負担等の観点から当該栄養士に管理栄養士の資格の取得を促すなどの

指導を行うよう留意すること。

、 、 、 、なお 今回の法制定により 上述のとおり 管理栄養士の配置義務に違反した場合

都道府県知事が勧告を行うことができることとされ、正当な理由なくして勧告に係る

、 。措置をとらなかった場合 都道府県知事が措置命令を行うことができることとされた

さらに、この措置命令に違反した場合は、５０万円以下の罰金が科されることとされ

た。都道府県におかれては、当該地方公共団体の管理栄養士の配置状況等に応じ、必

要な対応を図られたい。

３ 指定の様式等について

指定は、原則として随時行うことができるが、業務の効率化のため現行の栄養状況

報告、病院報告等の結果を踏まえて一斉に行うことも差し支えないこと。指定に当た

っては、施設の名称及び所在地、施設の設置者の氏名及び住所（法人にあっては、施

設の代表者の氏名 、施設の種類（病院、介護老人保健施設等）を記入した通知書を）

指定を行った施設の設置者に交付すること。

また、指定後食事数の減少等により指定の基準に達しなくなった場合は、指定の取

消を行うこと。この際、指定を行った施設の設置者に指定基準に合致しなくなった旨

の関係書類を提出するよう指導すること。

第４ 特定給食施設等における栄養管理基準

規則第９条に、法第２１条第３項に基づく特定給食施設等における栄養管理基準が定

められたところであるが、その運用の詳細は以下のとおりである。

１ 身体の状況、栄養の状態等の把握、食事の提供、品質管理及び評価（規則１号）

利用者の身体の状況、栄養状態、生活習慣等を定期的に把握し、これらに基づき、

適当な熱量及び栄養素の量を満たす食事の提供に努め、品質管理（提供する食事の量

と質について計画を立て、その計画どおりに調理及び提供が行われたか評価を行い、

その評価に基づき、食事の品質を改善することをいう ）を行うよう努めること。。

( ) 個々人の栄養状態等の評価に応じて食事を提供する必要があることから、定期的1

に適当な熱量及び栄養素の量を把握するよう努めること。



( ) 個々人の性、年齢、栄養状態及び病状等に基づき、喫食者に与えることが適当な2

熱量及び栄養素の量（以下「給与栄養量」という ）の目標を設定するよう努める。

こと。なお、給与栄養量の目標は、喫食者の栄養状態等の状況を踏まえ、定期的に

見直すよう努めること。

ア 学校、事業所等にあっては、喫食者の性、年齢、生活活動強度別人員構成に基

づき、年齢階級等の別に給与栄養量の目標を設定しても差し支えないこと。

イ 病院等にあっては、喫食者の栄養状態、病状、治療状況等に配慮した給与栄養

量の目標を設定し、栄養管理を計画するよう努めること。

( ) 提供した食事とその摂取の実態から、目標の達成度を調べ、その後の目標設定に3

役立てるよう、品質（提供される食事量、熱量及び栄養素の量、温度、形状等）の

管理とその評価に努めること。具体的には、利用者の食事量（盛りつけ量 、摂取）

量又は残食量等を把握し、関連する各項目について総合的に判断すること。

２ 食事の献立（規則第２号）

( ) 献立の作成1

ア 献立の作成にあたり、喫食者の給与栄養量が確保できるよう、施設における献

立作成基準を作成するよう努めること。

イ 食事の内容は、喫食者の身体の状況、栄養状態、生活習慣、病状、治療状況、

摂取量、嗜好等を考慮するよう努めること。

ウ 献立の作成は、一定期間（一週間、旬間、一か月）を単位に予定献立を作成す

るよう努めること。なお、献立実施時に変更が生じた場合には、献立に明示する

よう努めること。

エ 献立は、喫食者に魅力ある給食とするため、各料理の組合せのほか、各地域の

特色や季節感、行事食等を取り入れ、変化に富んだ献立とするよう努めること。

また、喫食者の病状、食事の摂取量、嗜好等を定期的に調査し、献立に反映する

よう努めること。

( ) 複数献立や選択食(カフェテリア方式)のように、喫食者の自主性により料理の2

選択が行われる場合には、モデル的な料理の組合せを提示するように配慮するよ

う努めること。

３ 栄養に関する情報の提供（規則第３号）

( ) 喫食者に対し献立表の掲示や熱量、たんぱく質、脂質、食塩等の主要栄養成分の1

表示を行うなど、健康や栄養に関する情報の提供を行うこと。

( ) 給食は、喫食者が正しい食習慣を身につけ、より健康的な生活を送るために必要2

な知識を習得する良い機会であり、各々の施設に応じ喫食者等に各種の媒体を活用

するなどにより知識の普及に努めること。

( ) 食事を提供する前に、あらかじめ、献立を喫食者に示すこと。3



４ 書類の整備（規則第４号）

( ) 栄養管理関係業務を適切に実施し、その内容を評価するために、上記の業務の内1

、 、 、 、 、容が確認できるよう 献立表のみならず 喫食者の性 年齢 給与栄養量の目標量

推定栄養摂取量等の帳簿を適宜作成し、当該施設に整備すること。なお、実施献立

には、熱量及び栄養素、食品群別重量等を記録し保存するよう努めること。

( ) 委託契約を交わしている場合は、委託契約の内容が確認できるよう委託契約書等2

を備えること。

５ 衛生管理（規則第５号）

給食の運営は、衛生的かつ安全に行われること。具体的には、食品衛生法（昭和二

十二年法律第二百三十三号 「大規模食中毒対策等について （平成９年３月２４日）、 」

衛食第８５号生活衛生局長通知）の別添「大量調理施設衛生管理マニュアル」その他

関係法令等の定めるところによること。

第５ その他

法の施行の日までに発翰された旧厚生省及び厚生労働省の各職による通知中「集団給

食施設」とあるのは 「特定給食施設」とされているものとみなす。、


